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宇宙産業高度化基盤技術プログラム基本計画 
 
１．目的 
大きな技術波及効果を有し、国民の安全にも密接に関わるだけでなく、高度情報化社会の

実現、地球環境の保全等多様な社会ニーズに応える基盤となる宇宙産業の国際競争力の強化

を図る。 
 
２．政策的位置付け 
 宇宙分野は、科学技術基本計画（２００１年３月３０日閣議決定）における重点分野であ

る「フロンティア」分野に位置づけられていることに加え、その重要性にかんがみ、２００

１年１０月には総合科学技術会議に宇宙政策について調査審議する「宇宙開発利用専門調査

会」が設置され、２００２年６月に「今後の宇宙開発利用に関する取組みの基本について」

が決定されている。本プログラムは、同報告書において示された宇宙開発利用の産業化及び

宇宙利用の戦略的拡大等の政策課題に対応するものである。 
 また、「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」（２００３年７月、ＩＴ戦略本部とりまとめ）における新

しいＩＴ利活用戦略〔衛星測位システム（ＧＰＳ等）の高度な活用と、準天頂衛星システム

等の測位システムや地理情報システム（ＧＩＳ）の研究開発や整備を統合的に推進し、我が

国の国土空間における正確な位置を知ることができる環境の整備〕、「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計

画２００３」（平成２００３年８月、ＩＴ戦略本部とりまとめ）における重点政策５分野の１

つに対応するものである。加えて、「産業発掘戦略－技術革新」（「経済財政運営と構造改革

に関する基本方針２００２）２００２年６月閣議決定」に基づき２００２年１２月取りまと

め）の情報家電・ブロードバンド・ＩＴ分野における戦略目標（ＧＰＳ、準天頂システム、

ＧＩＳ等を活用した自動車、列車、船舶等でのシームレスな通信・測位システム整備・確立、

ＩＴＳサービスの実用化、ＩＴＳ関連市場の拡大及び衛星等による不法投棄監視技術の確立）

及び「環境・エネルギー分野」における戦略目標（技術のグリーン化）にも対応するもので

ある。 
 
３．目標 

 我が国宇宙産業の国際競争力強化に向け、次世代の宇宙機器開発に向けた基盤技術（衛星

の軽量化・長寿命化技術、民生部品の宇宙転用技術、高度センサ技術、ロケット設計合理化

技術等）及び宇宙利用を促進するための基盤技術（無人宇宙実験技術、衛星画像データ処理・

解析技術等）を確立する。これにより、我が国における宇宙開発利用の産業化を促進し、中

長期的に拡大が見込まれている（２００１年：９．９兆円→２００５年：１４．２兆円）世

界の宇宙産業において、我が国宇宙産業の規模拡大を図る。 
 
４．研究開発内容 
[プロジェクト]   
Ⅰ．衛星系産業競争力向上基盤技術開発 



 （１）次世代衛星基盤技術開発プロジェクト（フォーカス２１：準天頂衛星システムの開発 
を含む）（運営費交付金） 

  ①概要 
 国際商業市場における我が国衛星メーカーの競争力を強化するべく、次世代の衛星技

術として期待されている、準天頂衛星システム※（移動中の利用者等に対し、米国が運用

するＧＰＳとの補完による高精度な位置情報と高品質の移動体用コンテンツ・サービス

の提供を可能にする新システム）の構築に不可欠な基盤技術（産業競争力強化にも直結

する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）及び拡大傾向にある商用衛星の電力消費

への対応を可能にする、エネルギー密度が極めて高い衛星搭載用リチウムイオンバッテ

リーの開発に不可欠な基盤技術の開発を行う。本プロジェクトの一部については、他部

門と比較して需要増加の割合が高い運輸部門のエネルギー消費を抑制すべく、航空機、

自動車、高速車両等の輸送機器の軽量化・効率化にも資する複合材料製造設計及び次世

代型高密度エネルギーリチウム電池開発のための基盤技術を確立するためのものであり、

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。 

    ※ 静止軌道と一定の角度をなす傾斜軌道に複数の衛星を配置し、見かけ上、常に天頂付近に最低１つの衛

星を位置させるシステム。 

②技術目標及び達成時期 
 ２００７年度までに、準天頂衛星システムの構築に不可欠な基盤技術（産業競争力強

化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）及びエネルギー密度が極めて

高い衛星搭載用リチウムイオンバッテリーを開発するために不可欠な基盤技術の開発を

行う。 
  ③研究開発期間 
    ２００３年度～２００７年度 
 ④中間・事後評価の実施時期 
   中間評価を２００５年度に、事後評価を２００８年度に実施。 
   ⑤実施形態 
総務省、文部科学省及び国土交通省と連携しつつ、民間企業、大学、公的研究機関等

から、最適な研究体制を構築し実施。 
 
（２）ＳＥＲＶＩＳプロジェクト（運営費交付金） 
  ①概要 
我が国衛星製造の低コスト化、短納期化及び高機能化を実現するため、我が国産業が

有する優れた民生用電子部品について耐放射線試験、温度・振動等の地上試験を行い、

民生部品を衛星に転用するための知的基盤（データベース・ガイドライン）を整備する

とともに、地上試験によって選定された民生部品の耐環境性能を宇宙において実証する。

本プロジェクトの一部については、地中における複合的な極限環境（温度、衝撃、放射

線）を加速的に模擬できる唯一の環境である宇宙において耐環境性を有することが確認

できた民生部品を石油掘削装置にも適用することを目指すものであり、石油の生産及び

流通の合理化を図る観点から行うものである。 
  ②技術目標及び達成時期 
宇宙実証の結果を踏まえ、２００７年度までに民生部品を衛星に転用するための知的

基盤を整備することにより、我が国における衛星製造等の低コスト化等を図る。 



  ③研究開発期間 
    １９９９年度～２００７年度 
  ④中間・事後評価の実施時期 
   中間評価を２００４年度に、事後評価を２００８年度に実施。 
  ⑤実施形態 
   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 
   
（３）ＡＳＴＥＲプロジェクト 
  ①概要 
石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性天然ガ

ス資源の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した光学センサである資源探査

用将来型センサ（ＡＳＴＥＲ）の開発及び運用評価を行い、人工衛星から取得される画

像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行う技術を確立する。 
  ②技術目標及び達成時期 
ＡＳＴＥＲの開発、画像データの取得及び評価を実施することにより、２００４年度

までに、センサ技術の高度化（ポインティング機能の追加、分解能の向上、熱センサの

搭載等）を図る。 
  ③研究開発期間 
    １９８７年度～２００４年度 
  ④中間・事後評価の実施時期 
   事後評価を２００５年度に実施。 
  ⑤実施形態 
   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 
（４）ＰＡＬＳＡＲプロジェクト 
  ①概要 
石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性天然ガ

ス資源の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した合成開口レーダである次世

代合成開口レーダ（ＰＡＬＳＡＲ）の開発及び運用評価を行い、人工衛星から取得され

る画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行う技術を確立する。 
  ②技術目標及び達成時期 
ＰＡＬＳＡＲの開発、画像データの取得及び評価を実施することにより、２００９年

度までに、レーダ技術の高度化（アンテナ指向の電子制御化、分解能の向上、多偏波観

測等）を図る。 
  ③研究開発期間 
    １９９３年度～２００９年度 
  ④中間・事後評価の実施時期 
   中間評価を２００５年度に、事後評価を２０１０年度に実施。 
  ⑤実施形態 
   文部科学省と連携しつつ、民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を

構築し実施。 
 



Ⅱ．輸送系産業競争力向上基盤技術開発 
（１）次世代輸送系システム設計基盤技術開発プロジェクト（運営費交付金） 
  ①概要 
国際ロケット市場における我が国宇宙産業の競争力確保を図るため、ロケットを効率

的に開発・運用し、ロケットの開発や受注から打上までの期間を大幅に短縮する基盤技

術開発や、低コストで環境に優しい液化天然ガス（ＬＮＧ）を活用したエンジンを用い

たロケットシステムを制御するための制御系機器の開発に資する基盤技術開発を行う。

本プロジェクトの一部については、天然ガスの普及を図るために開発が期待されている

小型のＬＮＧ制御機器に必要な要素技術と共通の基盤技術を開発するものであり、エネ

ルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。 
  ②技術目標及び達成時期 
２００５年度までに、ロケット開発におけるシステム統合・設計基盤技術等を確立す

るとともに、自己診断・自律対応機能を有する超小型ＬＮＧ制御系設備の導入基盤技術

を確立する。 
  ③研究開発期間 
    ２００１年度～２００５年度 
  ④中間・事後評価の実施時期 
   中間評価を２００４年度に、事後評価を２００６年度に実施。 
  ⑤実施形態 
   文部科学省と強固に連携しつつ、民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究

体制を構築し実施。 
 
Ⅲ．宇宙利用促進基盤技術の開発 
（１）ＵＳＥＲＳプロジェクト（運営費交付金） 
  ①概要 
宇宙実験の低コスト化を図ることが可能となる次世代型無人宇宙実験システムを開発

する。本プロジェクトの一部については、宇宙の微小重力環境を利用した大型高温超電

導材料の製造実験を実施し、大型高温超電導バルク材料の製造技術を早期に確立するこ

とにより、発電施設の利用の促進を図る観点から行うものである。 
  ②技術目標及び達成時期 
２００２年度から２００３年度にかけて実施する宇宙実験の結果を踏まえ、２００４

年度までに宇宙実験の低コスト化を図るための知見を獲得するとともに、地上における

大型高温超電導材料の製造に係る知見を獲得する。 
  ③研究開発期間 
    １９９５年度～２００４年度 
  ④中間・事後評価の実施時期 
   中間評価を１９９８年度に、事後評価を２００５年度に実施。 
  ⑤実施形態 
   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 
（２）石油資源遠隔探知技術の研究開発 
  ①概要 



石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、資源探査能力を格段に

向上した資源探査用将来型センサ（ＡＳＴＥＲ）及び次世代合成開口レーダ（ＰＡＬＳ

ＡＲ）を用いた衛星画像データ処理・解析技術の開発を行い、人工衛星から取得される

画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行う技術を確立する。 
  ②技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、我が国石油・天然ガス資源の安定供給のための高度リモートセ

ンシング技術の向上及び利用の拡大を図る。 
  ③研究開発期間 
    １９８１年度～２００９年度 
  ④中間・事後評価の実施時期 
   中間評価を２００４年度に、事後評価を２０１０年度に実施。 
  ⑤実施形態 
   民間企業、大学、公的研究機関等から、最適な研究体制を構築し実施。 

 
５．研究開発の実施に当たっての留意事項 
事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、運営費交付金の総額を算定する際に使用する

ものであることから、当該部分は、国の裁量によって実施されるものではなく、中期目標、

中期計画等に基づき当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 
 

[フォーカス２１の成果の実用化の推進] 
  フォーカス２１は、研究開発成果を迅速に事業に結び付け、産業競争力強化に直結させ

るため、次の要件の下で実施。 
 ・技術的革新性により競争力を強化できること。 
 ・研究開発成果を新たな製品・サービスに結びつける目途があること。 
 ・比較的短期間で新たな市場が想定され、大きな成長と経済波及効果が期待できること。 
 ・産業界も資金等の負担を行うことにより、市場化に向けた産業界の具体的な取組が示さ

れていること。 
 具体的には、成果の実用化に向け、実施者による以下のような取組を求める。 
 ・次世代衛星基盤技術開発プロジェクトのうちフォーカス２１分 
 次世代衛星基盤技術開発プロジェクトのうち、フォーカス２１事業である準天頂衛星

システムの開発については、民間は、国の研究開発事業と同時並行的にビジネスプラン

に合わせた研究開発・製造を実施し、これらの成果を活用した事業化を推進する。なお、

適切な時期に、実用化・市場化状況等について検証する。 
 
６．プログラムの期間、評価等 
 プログラムの期間は２００３年度から２００９年度までとし、プログラムの中間評価を２

００８年度までに、事後評価を２０１０年度に行うとともに、研究開発以外のものについて

は２０１０年度に検証する。 
 また、中間評価を踏まえ、必要に応じ基本計画の内容の見直しを行う。 
 
７．研究開発成果の政策上の活用 



プロジェクトを通じて得られた基盤技術、データ（宇宙利用可能民生部品データベース、

リモートセンシングデータ等）等について、成果報告会、データベースの一般公開、画像デ

ータの一般提供等により、可能な限り速やかに社会に普及し、民間主導による実用化、新技

術への応用を促進する。 
各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化活動

（国際規格（ISO/IEC）、日本工業規格（JIS）、その他国際的に認知された標準の提案等）

を実施する。 
 
８．政策目標の実現に向けた環境整備 
・産業化を促進するための環境整備（政府による国産ロケットの優先使用、民間能力の発揮

を促すため１社が全責任を持ってシステム全体を取りまとめるプライム契約方式の採用、

大型試験研究設備の利用等）に向けた関係府省及び機関との連携 
・関係府省、機関及び企業をメンバーとする連絡会議を活用した産業化関連プロジェクトの

推進（準天頂衛星システム開発・利用推進協議会等） 
 
９．改訂履歴 
（１）平成１５年３月１０日付け制定。 
（２）平成１６年２月３日付け制定。宇宙産業高度化基盤技術プログラム基本計画（平成１

５・０３・０７産局第１３号）は、廃止。 
 
 


